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避難指示区域内
の活動 避難指示区域の見直し前後の変化（2/2） 

内閣府「避難指示区域の見直しについて」より作成 

「居住制限区域」では以下の活動ができます。ただし、年間積算線量が 20ミリシーベルトを超えるおそれ
があることから、不要な被ばくを防ぐために、不要不急の立入りは控える必要があります。また、用事が終わっ
たら速やかに区域から退出する必要があります。
①　主要道路における通過交通
②　住民の方の一時的な帰宅（住民による自宅などの片付けや修繕を含みますが、宿泊はできません）
③　公益を目的とした立入り（除染、防災・防犯、防災上不可欠な施設や基幹道路などの復旧、農地の保

全管理を目的とした立入りなど）
④　例外的に認められる復旧・復興に不可欠な事業及び居住者を対象としない事業（金融機関、廃棄物処理、

ガソリンスタンド、製造業など）
⑤　上記の諸活動に付随する事業の実施のための立入り（事業者による復旧・復興に向けた資機材の保守・

修繕や荷物の運搬、住居などの修繕工事を目的とした立入りなど）
この区域では、一時的な帰宅、立入りの場合、スクリーニングや線量管理などは原則として義務づけられ
ていませんが、希望される方については、スクリーニングや線量計の貸出しが実施されることとなっています。
「帰還困難区域」の放射線量は非常に高いレベルにあることから、区域境界において、バリケードなど物理
的な防護措置を実施し、住民の方に対して避難の徹底が求められています。例外的に、可能な限り住民の方
の意向に配慮した形で一時立入りが実施されています。なお、一時立入りを実施する場合には、スクリーニ
ングを確実に実施し、個人線量管理や防護装備を着用することが求められています。

本資料への収録日：2014 年 3月 31日
改訂日：2015 年 3月 31日

関連Q&A
・5章QA8	 避難指示解除準備区域と居住制限区域は自由に立入が可能ですか
・5章QA9	 帰還困難区域はどのように一時立入りするのですか
・5章QA10	 避難指示解除準備区域と居住制限区域で可能な活動は何ですか
・5章QA11	 帰還困難区域において可能な活動は何ですか
・5章QA12	 事業の再開は可能ですか
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⑤-12 

避難指示区域内
の活動 避難指示区域の見直しの進め方について 

【設定の基準】 
避難指示解除準備区域（20ミリシーベルト/年以下）  
 空間線量率が3.8マイクロシーベルト/時以下 
 
居住制限区域（20ミリシーベルト/年超、 50ミリシーベルト/年以下）  
 空間線量率が3.8マイクロシーベルト/時超、 9.5マイクロシーベルト/時以下 
 
帰還困難区域（50ミリシーベルト/年超）  
 空間線量率が9.5マイクロシーベルト/時超 

避難指示は、  
（ⅰ）年間積算線量が20ミリシーベルト以下となることが確実であることが確認された 
   地域について、  
（ⅱ）下記の状況となった段階で、  
   ○日常生活に必須なインフラが概ね復旧  
   ○生活関連サービスが概ね復旧  
   ○子どもの生活環境を中心とする除染作業が十分に進捗  
（ⅲ）県、市町村町、住民の皆様との十分な協議を踏まえ、 
解除することとされています。 

国は、インフラや生活関連サービスの復旧や除染を進めながら、地元との協議をしっかり踏
まえた上で、順次、避難指示を解除していく方針です。 

内閣府「避難指示区域の見直しについて」より作成 

2013（平成 25）年 10月の避難指示区域の見直しでは、2011（平成 23）年 10～ 11
月にかけて行われた第 4次航空機モニタリング結果を 2012（平成 24）年 3月 31 日時
点に補正した線量データが使われました。航空機モニタリングは、山林などの人や車によ
るモニタリングでは測定しにくい場所も含めて面的に一定範囲の平均線量を測ることが可
能であり、避難指示区域の見直しに適した測定方法であると考えられています。
新たな避難指示区域は、大字、小字又は行政区単位で設定されました。線量基準を満た
す複数の地域がある場合には、市町村とじゅうぶんに協議した上、大字などの大半を占め
る線量基準に合わせた単位で区域が設定されました。一部の地域がより高い線量基準に該
当する場合には、除染などの対応で基準値以下とすることが目指されています。
（内閣府原子力被災者生活支援チーム「避難指示区域の見直しについて」2013（平成 25）
年 10月に基づき作成）

本資料への収録日：2014 年 3月 31日

本情報は 2013 年 10 月の情報で、事故から現在に至る途中経過の情報です。

関連Q&A
・2章QA12	 避難指示基準及び同基準の見直しの基準を年間 20ミリシーベルトとした経緯は何ですか
・2章QA13	 空間線量率の毎時 3.8 マイクロシーベルトを年間被ばく線量 20ミリシーベルトに相当する

と考える根拠は何ですか
・2章QA14	 避難区域の見直しは、航空機モニタリングではなく、地上における詳細モニタリングに基づ

いて行うべきではないでしょうか
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